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2022 年 5月 

研究支援課 
研究費ＦＡＱ（よくある質問）                
                                                                                                                                                                                                                    

         

 

 研究費の使用に関して、よくある質問をまとめました。ご活用ください。 

 

ＣＯＮＴＥＮＴＳ 
 

１．様式・証憑について 
 

Ｑ101 本学所定の様式「請求書」と「支払票」の用途の区別を教えてください。 …2 

Ｑ102 「物品会計稟議」と「金銭会計稟議」はどのような場合に使いますか。 …2 

Ｑ103 稟議書（物品・金銭・出張）の「起案欄の責任者」には誰の押印が必要ですか。 …2 

Ｑ104 物品会計稟議や金銭会計稟議に添付する見積書はどのようなものですか。 …2 

Ｑ105 領収書の宛名はどうすればよいですか。 …2 

Ｑ106 インターネットで購入したため Web サイトから印刷した領収書しかありません。 …2 

Ｑ107 クレジットカードで商品を購入しましたが、利用明細書が紙媒体で発行され

ず、Web 明細書しか発行されません。 

 

…3 
 

２．物品、図書の購入について 
 

Ｑ201 棚、机、椅子は、購入できますか。 …3 

Ｑ202 研究費から支出できない物品はありますか。 …3 

Ｑ203 電子資料の取り扱いについて詳しく知りたい。 …4 
 

３．出張について 
 

Ｑ301 前泊・後泊の基準、ルールを教えて下さい。 …4 

Ｑ302 現地の用務が長引いたため、出張稟議申請時の日程と異なってしまいました。 …4 

Ｑ303 調査で利用した博物館で入館料を支払いました。これは旅費にあたりますか。 …4 

Ｑ304 新幹線を利用した出張の場合は、何が必要でしょうか。 …4 

Ｑ305 航空機を利用した出張の場合は、何が必要でしょうか。 …5 
 

４．人件費について  

Ｑ401 勤務条件が変更になった場合、どんな手続きが必要ですか。 …5 

Ｑ402 勤務日時が不定期である場合、人事稟議はどのように記載すればよいですか。 …5 

Ｑ403 やむを得ず複数資金で同一人物を雇用する場合、どうすればよいですか。 …5 
 

５．検収について  

Ｑ501 ダウンロードで購入するソフト等の検収方法を教えてください。 …5 

Ｑ502 （競争的資金について）投稿料等の検収方法を教えてください。 …5 

Ｑ503 （競争的資金について）英文校閲、インタビュー調査のテープ起こし等の検収

方法を教えてください。 

 

…6 

Ｑ504 （競争的資金について）個人に依頼したテープ起こしも検収の対象ですか。 …6 
 

６．合算、繰越について  

Ｑ601 （学内研究費について）学内研究費の合算使用はできますか。 …6 

Ｑ602 （学内研究費について）実験実習費と研究教育経常費の合算は可能ですか。 …6 

Ｑ603 （学内研究費について）特別重点化資金は他の予算と合算使用できますか。 …6 

Ｑ604 （科研費について）科研費の合算使用の制限について教えてください。 …6 

Ｑ605 （学内研究費について）学内研究費の繰越について教えてください。 …7 

Ｑ606 （科研費について）科研費を繰越すことはできますか。 …7 
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１．様式・証憑について 

 

Ｑ101 本学所定の様式「請求書」と「支払票」の用途の区別を教えてください。 

Ａ 業者等からの請求に使用する書式が「請求書」です。本学所定の書式ではない請求

書が届いた場合、本学所定の「請求書」を起票し業者等の請求書を添付してください。

「支払票」は、立替払いの精算や報酬（謝礼）の支払い等の場合に使用する書式です。 

 

Ｑ102 「物品会計稟議」と「金銭会計稟議」はどのような場合に使いますか。 

Ａ １０万円以上の機器備品、消耗品（耐用年数１年未満の物品）、機器備品修理、図

書等の購入の場合は「物品会計稟議」を起票します。１０万円以上の印刷製本費、報

酬（謝礼）、業務委託費等を支出する場合は「金銭会計稟議」を起票してください。 

 

Ｑ103 稟議書（物品・金銭・出張）の「起案欄の責任者」には誰の押印が必要ですか。 

Ａ 稟議書の責任者欄※への押印は、所属長が原則となります。例えば、個研や学科研

教の場合は学科長、院研教の場合は専攻主任です。 

科研費の場合も責任者欄※は学科長が原則となりますが、起案者が客員又は学術研

究員である場合、責任者を「受入れ研究者（本学専任教員）」に代えることができま

す。なお、出張稟議の書式左下押印欄の起票欄※は、個研と科研費の場合、責任者・

係とも「本人」の押印となります。 ※電子稟議においては「承認者情報欄・起票欄」が該当します。 

詳細は『大学関係研究費等の支出取り扱いについて(以下、学内研究費の手引き)』

p17～、『日本女子大学 科学研究費助成事業-科研費-の手引き(以下、科研費の手引き)』

p8～にてご確認ください。 

 

Ｑ104 物品会計稟議や金銭会計稟議に添付する見積書はどのようなものですか。 

Ａ ３０万円以上１００万円未満は２社以上、１００万円以上は３社以上の見積書を添

付してください。また、物品購入の場合でカタログ等があれば添付してください。 

見積書には、発行日の記載があるか、社判が押されているかを確認してください。 

  

Ｑ105 領収書の宛名はどうすればよいですか。 

Ａ 宛名は「学校法人日本女子大学」とするよう発行元へ指示してください。 

 

Ｑ106 インターネットで購入したため、Web サイトから印刷した領収書しかありません。 

Ａ 以下①～③いずれかの要件を満たす場合に限り、Web サイトより印刷した領収書や

社判が印字・印刷による領収書であっても正式な領収書に準じて取り扱うことができ

ます。 

  ① 商品に同梱される「納品書」または「出荷明細書」の原本がある場合 

② 商品が検収の対象となっている物品・役務等の場合で検収を受けている場合 

③ 商品が図書・購読費にあたり図書館による現物確認を受けている場合 

  ①～③に該当しない場合には、「支払証明書」を添付してください。 

  なお、航空会社から発行された Web 領収書の場合、搭乗券の半券等、搭乗口で受け

取るレシート（チケットレスの場合）、航空会社発行の搭乗証明書の原本をあわせて

提出することにより、正式な領収書に準じて取り扱われます。 
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Ｑ107 クレジットカードで商品を購入しましたが、利用明細書が紙媒体で発行されず、

Web 明細書しか発行されません。 

Ａ Web 明細書をプリントアウトして、支払証明書を添付してください。クレジットカ

ード会社により Web 上で確認できる期間が限られているため、速やかに提出をお願い

いたします。 

 

 

２．物品、図書の購入について 

 

Ｑ201 棚、机、椅子は、購入できますか。 

Ａ 研究環境を整備するための棚、机、椅子であれば、個人研究費（又は科研費の間接

経費）で支出可能です。科研費の研究課題遂行のために必要なものであれば、科研費

の直接経費からの支出も可能です。公私の区別が付きにくい物品の扱いとなりますの

で、事前に予算担当課へご相談のうえ、研究上の理由を記載した理由書を伝票に添付

してください。設置する場所は、学内の研究室に限定されます（自宅に設置する棚、

机、椅子は、購入できません）。 
 

（上限金額が設けられている例） 

 研究者用椅子…上限 35,000 円（送料・税込み） 

 事務机････････上限 90,000 円（送料・税込み） 

 

Ｑ202 研究費から支出できない物品はありますか。 

Ａ 公私の区別が付きにくく研究上の用途が不明確な物品については、原則として研究

費からの支出は認められません。例として、以下のような物品となります。 
 

（研究費の支出対象外の物品） 

  ①公私の区別がつきにくいもの 

例：印鑑、ゴム印、万年筆、手帳類（電子手帳を含む）、カレンダー、汎用

性のあるバッグやスーツケース、テレビ 

②嗜好品とみなされるもの 

例：コーヒー・紅茶・砂糖等の飲食物（来客用に購入するものを除く） 

③公私の区別がつきにくい研究環境整備にかかるもの 

例：加湿器、除湿機、空気清浄機、電気ポット、ヒーター、扇風機、時計、

ゴミ箱 

④その他研究上の用途が不明確なもの等 

例：配布対象に受験生を含む等広報活動とみなされる学部・学科等の案内パ

ンフレット、名刺（本学 VI 名刺印刷用の用紙代は除く）、赴任や退職の際の引

越しに伴う費用（荷物運搬費等）、研究成果等をまとめた書籍を出版す

る費用※（研究成果報告書等無償配布するものは除く） 

※科研費直接経費については『科研費の手引き』p13 をご覧ください。 
 

  その他、公私の区別をつけるために、研究上の使用について理由の確認が必要なも

のがあります。詳しくは、『学内研究費の手引き』p13・14 をご参照ください。 
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Ｑ203 電子資料の取り扱いについて詳しく知りたい。 

Ａ 電子資料の扱いは、以下のとおりです。電子資料は現物確認できないため、伝票に

は支払証明書の添付が必要です。詳しくは、『学内研究費の手引き』p24 をご参照く

ださい。 
 

（電子資料の扱い） 

 

 

 

３．出張について 

 

Ｑ301 前泊・後泊の基準、ルールを教えて下さい。 

Ａ 出張期間は実際の用務に必要な日数にて申請しますが、当日の移動が難しく前泊・

後泊する場合の基準は次のとおりです。その他の事由でやむを得ず前泊又は後泊する

場合にはその理由を一筆添えてください。 

・前泊：当日移動では間に合わない場合、もしくは当日の午前６時よりも前に出発

しないと間に合わない場合。 

・後泊：当日移動では帰着できない場合、もしくは帰着地への到着時刻が午後１１

時を過ぎる場合。 

 

Ｑ302 現地の用務が長引いたため、出張稟議申請時の日程と異なってしまいました。 

Ａ 日程変更の再稟議が必要です。申請済みの出張稟議と同内容で作成いただき、件名

の末尾に「日程変更による再稟議」と追記してください。また、出張報告書も合わせ

てご提出ください。 

なお、出張前に日程が変更となり、既に出張稟議が決裁となっている場合も日程変

更の再稟議が必要です。 

 

Ｑ303 調査で利用した博物館で入館料を支払いました。これは旅費にあたりますか。 

Ａ 入館料は旅費に含めることができませんが、研究費から支出可能です。支払票に領

収書を添えて予算担当課へご提出ください。 

 

Ｑ304 新幹線を利用した出張の場合は、何が必要でしょうか。 

Ａ 出張稟議に、「新幹線の利用区間」と「各種割引欄」の該当箇所（自由席の利用の

有無、割引切符を利用する場合はその種類）を明記してください。出張後、出張報告

書とともに新幹線料金に係る「領収書」を添付してください。 

 



 

5 

Ｑ305 航空機を利用した出張の場合は、何が必要でしょうか。 

Ａ 出張前と終了後に、それぞれ次のとおりご用意ください。 

事前手続…①出張稟議、②旅程表、③航空機の運賃のわかる書類（領収書、請求

書、見積書、金額が記されているＷＥＢの予約画面や電子メールの

印刷物等のうちいずれかひとつ） 

事後手続…①出張報告書、②搭乗券の半券（または搭乗時に受け取るレシート）、

③領収書（事前手続きの際に、③を添付した場合、再提出は不要） 

 

 

４．人件費について 

 

Ｑ401 勤務条件が変更になった場合、どんな手続きが必要ですか。 

Ａ 勤務実態を適切に管理するため、条件変更後の内容（費目変更を含む）が分かる人

事稟議を別途起案してください。ただし、一時的な条件変更（1 ヶ月を超えない）の

場合は不要です。 

 

Ｑ402 勤務日時が不定期である場合、人事稟議はどのように記載すればよいですか。 

Ａ 原則として、日時の特定できない雇用は認められませんが、やむを得ない場合はそ

の理由を人事稟議に記載してください。その場合、記載された採用期間（勤務を命じ

ない期間を含む）・週あたりの勤務時間数・契約更新の有無が、年次有給休暇付与・

社会保険の加入要件の基準となるので、実態に即した内容を記載してください。 
 

（記入例）「原則週（月）○日の勤務。シフト表により、都度決定する。」 

 

Ｑ403 やむを得ず複数資金で同一人物を雇用する場合、どうすればよいですか。 

Ａ まずは勤務の重複および 1 週 38 時間を超えないことを確認します（学生を雇用す

る場合は、当該学生が履修する授業時間を避ける）。外部資金により雇用する場合、

資金の種類別に「出勤表・従事時間報告書」、「支払内訳表」を作成し、各資金の業務

内容をきちんとわけてください。なお、同一日における異なる支出費目（異なる事業

項目）の勤務は、研究費不正使用防止の観点から避けてください。 

 

 

５．検収について 

 

Ｑ501 ダウンロードで購入するソフト等の検収方法を教えてください。 

Ａ インターネットでダウンロード購入したソフトウェアの場合は、ダウンロードした

ソフトウェアが起動している画面を検収室員が直接確認して検収します。 

 

Ｑ502 （競争的資金について）投稿料等の検収方法を教えてください。 

Ａ 納品書または領収書と投稿論文（各々に照合できる案件番号・表題等記載）を検収

室に持参して検収を受けてください。 

 

Ｑ503 （競争的資金について）英文校閲、インタビュー調査のテープ起こし等の検収
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方法を教えてください。 

Ａ 納品書または領収書と完成原稿等成果物（各々に照合できる案件番号・表題等記載）

を検収室に持参して検収を受けてください。 

 

Ｑ504 （競争的資金について）個人に依頼したテープ起こしも検収の対象ですか。 

Ａ 個人に依頼した場合は、基本的に支払票による謝金扱いの処理となり、検収不要で

す。但し、役務として業者に委託した場合は、検収が必要となります。 

 

 

６．合算、繰越について 

 

Ｑ601 （学内研究費について）学内研究費の合算使用はできますか。 

Ａ 各種研究費の支出用途に合致している場合で、合算する費目が 2費目以内である場

合にのみ、合算使用が可能です。 

ただし、個人研究費は原則として他の学内研究費、実験実習費とは合算使用できま

せん。 

また、図書・購読費に関しては、合算使用は認められません。 

 

Ｑ602 （学内研究費について）実験実習費と研究教育経常費の合算は可能ですか。 

Ａ 可能です。ただし、実験実習費は検収不要ですが研究教育経常費は検収が必要であ

る点にご留意ください。 

 

Ｑ603 （学内研究費について）特別重点化資金は他の予算と合算使用できますか。 

Ａ 他の予算との合算はできません。特別重点化資金は、研究計画や資金の使途を含め

て各申請内容を厳格に審査し、採択の決定を行っておりますので､申請内容に基づい

た範囲内での支出をお願いいたします。 

 

Ｑ604 （科研費について）科研費の合算使用の制限について教えてください。 

Ａ 科研費の直接経費については、以下の場合を除き、他の資金と合算して使用するこ

とはできません。 

①科研費の用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合（他の経費との使用

区分を明らかにした上で使用する場合） 

②科研費に係る用途と他の用途を合わせて１個の消耗品等を購入する場合（他の用

途に係る経費との使用区分を明らかにした上で使用する場合） 

③直接経費に他の経費（下記 a参照）を加えて、科研費による研究のために使用す

る場合 

④共用設備の購入（詳細は『科研費の手引き』p11 参照） 

⑤一定の要件下における科研費の複数の研究課題の直接経費同士の合算（詳細は

『科研費の手引き』p11） 
  

また、本学における科研費（直接経費）の合算使用の扱いは次のとおりです。 

ａ. ③における「他の経費」は個人研究費、自己研鑽費、及び指定寄付（寄付目的

と研究課題に関連がある場合に限る）とする。 
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ｂ. 合算使用を希望する伝票の提出先は、科研費担当課（研究支援課）とする。 

ｃ. 直接経費１０万円以上の図書資料の合算使用は認めない。 

ｄ. ②においては、按分方法を伝票に明記し、消耗品等を使用前に分けてから使用

すること。 
 

  科研費の間接経費については、学内研究費（個人研究費・研究教育経常費※・自己

研鑚費）との合算使用ができます。※ただし、院研教の奨学費は除く。 
 

なお、科研費の直接経費と間接経費の合算使用は認められません。 

また、学内研究費と同様、図書資料は複数の研究費や経費の合算による購入はでき

ません。 

 

Ｑ605 （学内研究費について）学内研究費の繰越について教えてください。 

Ａ 各研究費の繰越については次のとおりとなります。 
 

  ・個人研究費…未使用分の次年度への繰越は認められます。繰越額については、前

年度の個人研究費配分額と同額を繰越の限度額とします。 
 

  ・研究教育経常費…未使用分の次年度への繰越は各学科配分額のうち、旧図書費と

旧研究教育経常費の合計の１０％までを当該学部の総括運用費に組み入れます。 
 

  ・自己研鑽費…次年度への繰り越しは認められません。 

 

Ｑ606 （科研費について）科研費を繰越すことはできますか。 

Ａ 研究種目（補助金分か基金分か）により手続きが異なり、次のようになります。 
 

  ・補助金分…年度毎に当該年度分の研究費が交付決定されるため、直接経費で残額

が発生した場合は日本学術振興会へ返還となりますが、交付決定時には予想し得

なかったやむを得ない事由に基づき、年度内に助成事業が完了しない見込みのあ

る場合は、財務大臣に繰越承認要求し承認を得た上で、当該経費を翌年度に繰り

越して使用することができます（自己都合等による計画変更は除く）。例年１２

月頃に研究支援課より案内メールをお送りしますので、希望者は申し出てくださ

い。 
 

  ・基金分…補助事業期間内に未使用分が生じた場合、事前の繰越手続きを要するこ

となく､次年度に使用することができます（最終年度を除く）。 

   なお、最終年度に限り、手続きにより１年間補助事業期間を延長することができ

ます。例年１月下旬頃に研究支援課より案内メールをお送りしますので、希望者

は申し出てください。 
 

なお、間接経費の研究者配分額についても当該課題の研究期間にあわせて配分される

ため、補助金分は繰越申請をした場合を除き繰越不可、基金分は最終年度まで手続きな

しで繰越可能です。 

 

 


